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研究成果の概要（和文）：本研究では、研究代表者を含む大学・短大のFD担当者（ディベロッパー）等を対象に
した質的研究を行う。対話によって為す個人と組織の省察的教育実践への介入の過程をアクション・リサーチに
基づいて検証する。米国ディベロッパーへのインタビュー調査に基づいたベンチマーク、ファシリテーションに
よる対話型研修プログラムの開発と実践を通し、オンライン授業・ハイフレックス授業の支援、ファカルティ・
ラーニング・コミュニティの形成を目指したワークショップの実施、大学教育センター立ち上げのプロセスを進
めた。今後、大学教育センターが、教育と学習に関する文化形成にもたらす影響に関する効果検証が実践上の課
題として残されている。

研究成果の概要（英文）：The qualitative research was conducted with Faculty Developers at 
universities and colleges, including the principal investigator. The process of intervention in 
individual and organizational reflective educational practice through dialogue was examined based on
 action research. Through benchmarking based on interviews with U.S. developers, development and 
implementation of a facilitation-based interactive training program, support for online classes and 
HyFlex classes, implementation of workshops aimed at forming Faculty Learning Communities, and the 
process of establishing a Center for Teaching and Learning (CTL). The process of launching the 
program was advanced. In the future, the practical issue remains to verify the effectiveness of the 
CTLs in terms of its impact on the formation of a culture of teaching and learning.

研究分野：大学教育開発、計算量子化学

キーワード： ダイアローグ　ファカルティ・ディベロップメント　FD　ファカルティ・ラーニング・コミュニティ　
アクション・リサーチ　省察的実践

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本邦の高等教育機関におけるファカルティ・ディベロップメント（FD）支援を支える専門職の確立は、学習者中
心の教育・学習を進展させていくことに重要な要素となる。本研究で見出した、対話型教育研修プログラムの開
発と実践による教員の専門職学習共同体（ファカルティ・ラーニング・コミュニティ）の形成や、それを支える
FD支援組織の米国複数大学とのベンチマーキングは、今後の大学教育開発の針路を探究する基盤となると考え
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）本研究の学術的背景 
 近年、大学教育改革の社会的要請のもと、文部科学省・中央教育審議会は『学士力』の実質化
に向けた大学教職員の能力開発（ファカルティ・ディベロップメント：FD、スタッフ・ディベ
ロップメント：SD）、学生の学習成果（ラーニング・アウトカムズ）の評価手法開発などを求め
てきた[1][2]。学生主体の教育活動への質的転換、アクティブ・ラーニングの重要性が増してい
る一方で、大学教員は研究の専門性に基づく学識を、教育活動に十分つなげられていない。専任
ディベロッパー（FD担当者）を置く大学教育センター等は学内共同利用施設である構造上の問
題から、専門教育への介入的役割を果たすことに困難がある。FD委員等の兼任ディベロッパー
にとっても、短い任期と同僚性に由来する役割の限定性がある。GP事業等の教育改革政策を背
景として、教員の授業改善を超えて学生の学習成果の変容まで
を明らかにする教育開発研究が少ない。構造と機能を明らかに
する研究手法として、佐藤浩章（2015）は、アクション・リサ
ーチ（左図、Coghlanら（2014）による）の援用を提唱した。
また、Senge（2000）は、学校組織における対話の位置付けと
実践について、フィールドブックにまとめているものの、対話
に基づいた教育開発の組織変容に関する実証的研究は未だ少
ない萌芽の時期にあるといえる。他方、Qualters（2010）は、
医学教育課程における教育実践への介入を探索的に行う「対
話」に関する質的研究によって、ディベロッパーによる対話プ
ロセスを明らかにしている。Isaacs（1992）は、「対話」を 
…全く新しい思考と行動が現れる創造的な場。対話とは、深く考えることのできる場であり、
何の証明もなく、よく磨かれた思考法と在り方を手放すことのできる場である。対話には、解
決すべきものも、守るべきものもない。（訳出は研究代表者） 
と定義しており、単なる会話以上のこと、すなわちアイディアと戦略が深く探索される処理の一
部であることに注目する。 
 本研究では、ディベロッパーによる対話と介入の過程を「対話型教育開発（Dialogue-based 
Educational Development）」と仮称する概念として提案し、教育ファシリテーションに基づい
た研修枠組と組織開発の構成をアクション・リサーチの手法を用いて行う。 
 
２．研究の目的 
 対話型教育開発は、教授学習活動の振り返り（省察）を促す組織開発となる。ディベロッパー
への実践枠組として提示・提案する。さらには、本研究によって、大学・短大のみならず、高校
教員を含む多様な校種での研修実践の共有を図ることで、教育段階における差異と共通項を明
らかにし、高大〜社会の教育接続にまたがる社会課題解決への提言へ拡張する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、研究代表者を含む大学・短大の FD 担当者あるいは高等学校等の教員研修担当者
を対象にした質的研究をベースに調査研究を行う。対話型教育開発を進めるファシリテーショ
ン研修プログラムに対し、アクション・リサーチ・サイクルを援用した上で、 
１．ファシリテーション研修プログラムの開発と実践の検証 
２．ファシリテーション研修プログラムを通した授業開発・組織開発の質的研究 
３．FD担当者（ディベロッパー）の対話資質の能力枠組に関する質的研究 
の３点に関して研修参加者・研修担当者双方の発言をベースにした対話プロセスの分析に基づ
いて検討することを当初の研究方法とした。このうち、コロナ禍の影響によって現地調査は、北
米ボストン地域の８大学に留まり、ファシリテーション研修プログラムは対話による省察的実
践を促す授業設計ワークショップの開発と実践に切り替えて研究を進めることとなった。 
 
（１）対話型教育開発の枠組みと、ファカルティ・ラーニング・コミュニティに形成 
専門職業人による学習コミュニティの一類型である、ファカルティ・ラーニング・コミュニテ
ィ（Faculty Learning Community; FLC）は、省察的教育実践を促す手法として注目されている。
特定のテーマに関心のある学部等の教員で構成されることが多く、北米では、少人数集中研修
（インスティテュート）、合宿（リトリート）、コホート形成（フェロー制度）などの手法が発展
し、多様な FLC として取り組まれている。複数分野にまたがった教員が参加する FLC 形成を通じ
た対話型教育開発の理論として、Senge の「学習する組織」論や、Prochaska らの成人学習の枠
組みを援用しながら、タフツ大学の事例に基づいて、いくつかの異なる形の FLC を試行した。 
 
（２）授業設計ワークショップの開発と実践 
以前に行ってきたファシリテーション研修プログラムのデザインをふりかえり、教育ファシ

アクション
の計画

アクション
の実施

アクション
の評価

構成作業

文脈と目的



リテーションの技法を用いた教育実践の対話とリフレクション(省察)を促すための要素につい
て、タフツ大学で行われている対話型研修枠組とディベロッパーとのディスカッションを通じ
て相対化を図り、数日間の授業設計ワークショップとして再開発と実践を行った。 
 
（３）北米 FDセンターにおける FD支援とディベロッパーの役割 
FLC のような教育実践を中心にした教員コミュニティ形成のためには、ミッションを備えた FD
組織が支援することが多い。米国に数百あると言われている FD センターはどのような組織構造
を取っているのであろうか。そこで、2018 年 10 月から 2019 年 2 月にかけてマサチューセッツ
州ボストンの 8大学の FDセンターへのインタビュー調査からベンチマーキングを行い、そのい
くつかの組織構造の特徴を抽出した。 
 
４．研究成果 
（１）ファシリテーション研修プログラムのデザイン 
共同研究により研修プログラムの体系化を試み、タフツ大学の FD センターで行われた FLC
のうち、授業設計インスティテュート及びファカルティ・フェローの研修設計を参考にして、
2020年に新規開発した。授業設計をテーマにしながらも、参加者間の対話と、各日をふりかえ
るラウンドテーブル・ディスカッションなどの活動を中心とした構成としている。学問領域・分
野が異なる教員間の対話は、コミュニティ形成を促すのみならず、各自の教育実践のふりかえり
を互いに深めあう。このような FLCでは、複数の学問領域からなる参加者は、研修内容を学び、
特定のテーマについて活動するとともに、参加者同士での対話に時間をかけ、相互に学びあう。
そこでは、対話を促進する研修設計とファシリテーターの位置づけが重要となることが見出さ
れた。 

 
（２）FDセンターのベンチマーク、ディベロッパーの役割 
ディベロッパー及び FD センターが組織開発に与える影響を検討するために、2018 年 10 月
から 2019年 2月にかけてマサチューセッツ州ボストンの 8大学の FDセンターへのインタビュ
ー調査からベンチマーキングを行い、そのいくつかの組織構造の特徴を抽出した。ディベロッパ
ーが特色のあるセンターの組織づくりを行いながら、大学組織文化形成に影響をもたらす FLC
の形成に力を注いでいること、また、FDセンターの設計にあたっては、明確なミッションを備
えること、その規模によらず組織上の位置付けや学科との連携、特色あるプログラムの開発が必
要となることが見出された。この成果の一部は、米国 POD Networkが開発した「教育学習セン
ター（CTL）評価マトリクス」の日本版開発の端緒となり、CTL アセスメント研究会を組織し
て共同研究を展開している。 
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